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[論文要旨]
本稿は韓国の農村を事例として取り上げ，非農業経済活動の未発達および人的資本の不足とい
う課題を抱えたまま高所得聞に移行した同国が.その成長過程でどのような農村の貧困を抱える
ようになるのかを分析する。 1980年代以降，韓国政府は農業機械の導入と経営規模の拡張によ
る農業生産の効率性向上を図る政策を進めたが，この政策の変化に対応できた農民は 1950年代
以降に生まれた.中等教育課程で機械技術や経営ノウハウそ学んだ、人々に限られた。他方， 1940 
年代以前に生まれた高齢農民で，中等教育課程に就学する機会のなかった人々は，そのスキルの
乏しさから新しい政策に対応できず，農業の生産性を向上させることができなかったため，貧困
農家として農村に滞留することとなった。 2000年代に入り，これらの人々は引退する年齢に差
し掛かっているが，農民を対象とした年金などの社会保障制度整備が遅れたために，十分な所得
保障が受けられず，農業を続けざるを得ない状況にある。このことからは，途上国の政府が農村
住民のスキルの底上げを図ることなく農業技術の高度化を伴う農村振興策を進めた場合，低スキ
ルかつ高齢の農民が貧困層として滞留する可能性が高くなると指摘できる。そして，こうした貧
困層の滞留を回避するためには，社会保障，特に年金など高齢者の所得保障を早い段階で整備す
る必要があるο
[キー ワー ド] 農村，貧困，所得格差，高齢化，社会保障
論文受付日 2014年9月25日 大学院研究論集委員会承認日 2014年10月30日
-51-
はじめに
本研究は.1960年代以降，工業化を通じて持続的に成長し，高所得国へと移行した韓国の牒
村部を事例として取り上げるものである。そして，政府が工業化政策の一方で農村所得の向上政
策を推進しつつも，農外所得源の開発と農村住民のスキル向上を図らなかった同国の発展過程に
おいて，どのような人々が農村貧困層を形成するようになったのかを明らかにし，そして後発の
途上国がそのような貧困層の形成を抑制するためにはどのような政策がとられるべきなのかを，
農村の主たる人的資本lである農業経営主を主な分析対象として 2見ていくものである。
1960年代に本格的な工業化が始まった韓国は，農村地域および農業部門に目を向けて見ると，
北米は勿論，西欧諸国に比べても小規模な自作農を基本単位としている点や，水田での稲作が主
な作物である点など，戦後日本の農業と多くの共通点を持っている。これは， 日韓の気候条件や
食文化が比較的似ていることや，韓国が日本による植民地支配を経験していることなどによる。
他方韓国の農村には， 日本と違い，兼業化の進行が大きく遅れたという特徴も存在する。
本稿は，そうした特徴を持つ韓国の農村を事例として，輸出主導型工業化によって急速な経済
成長と貧困削減を実現した同国において，農業セクターおよび農村地域の貧困削減の点でどのよ
うな課題を抱えてきたのかを，農業・農村の主な担い手である農民，とりわけ農家経営主の人的
資本に着目しつつ，長期的なタイムスパンから分析するものである。
以下. l.では，開発途上国の農村における貧困の要因について， どのような先行研究があるの
かをレピューする。 2.では，本稿の事例である韓国の農村および農村政策について概観する。続
く3.では 1980年代から 2000年代に至るまでの韓国の稲作農家を事例として，農村の変化と
それに伴う人的資本上の問題を見ていく。同時に3.の検討においては，農村の変化の過程で，
開発政策開始以前に教育を受けた世代と開発政策に基づく教育を受けた世代との聞で農業環境へ
の対応能力に格差が生じ，特に比較的高齢となる前者が環境変化に適応できなくなる点を見てい
く。これを受けて 4.では，経済的効率性で劣位に置かれる高齢農家経営主に対し， どのような
公的措置がとられてきたのかを検討する。高齢農家経営主を巡っては，当初その技能向上を図る
施策が進められるも，それらの施策には限界があった。そのため近年韓国政府は，技能面で劣る
高齢農民を営農から引退させるよう方針を転じつつあるが，社会保障制度の未整備がその足相1に
なっている点が指摘される。これらの点を踏まえ.5.では，韓国農業の経験からいかなる含意が
導出できるかを考察し，結論を提示する。
l 本来，農村部の人的資本を語る際には非幾家・非農業労働者も含まれるが，本稿で事例とするi隣国は 1990年
代まで農外所得が乏しく，また東南アジア諸国と異なり土地改革時にほぼ全ての農村世帯が自作成化した。そ
のため，本稿では専ら農家経営世帯に焦点、を当てていく。
2 農村では，農家経営主以外にも児童や非農家経営主の女性など，貧困に陥る可能性のある人々が数多くいるが，
そうした人々の貧困削減には農業政策とは別個のアプロ}チをとる必要があると恩われる。そのため，本稿で
はこれらの人々の貧困問題は取り上げない。
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1.途上国農村における貧困の要因をめぐる先行研究
発展途上国が経済成長を遂げて先進国へと移行する過税では それがシンガボールや香港のよ
うな農村部を持たない国ないし地域でない限り，都市と農村・の所得格差が生じるの経済発展の過
程で農村の平均所得が低迷する背景について先行研究をレビ、ユーすると，以下の3つに分類する
ことができる。
lつ目は農村の主力産品である農作物への需要が 限られた所得弾力性しか有していない点を
指摘するものである九農業は主な生産物が食物であるため，工業製品と違って人口増加率を上
回る需要量の増加が期待しにくいという構造を持つ(平井， 2006， pp. 105-110)。所得の上昇した
家計が，それまでl台しか保有していなかった自動車を 2台保有するようになることは珍しくな
いが，収入の倍増した家計がカロリー摂取量も倍増させるとは考えにくい。従って都市で工業化
が進展し，都市住民の購買力が上昇したとしても，それが農村産品の消費に結びつかず，農村の
所得水準が向上しないのである。この制約は，品質やプランドなと守の面で、付加価値の高い作物を
栽培し，販売することである程度緩和できるが，あらゆる農村のあらゆる農産物がブランド化で
きるわけで、はなく.また農産物の品質向上は土壌などの自然環境によっても制約を受ける。その
ため，この種の研究からは農村の貧困を削減する主要な方法として農外所得の確保が導き出され
る (Gordonand Craig， 2001)。
2つ目の類型は，農村のインフラ未整備を指摘するものである。これに該当する先行研究は非
常に豊富であり道路舗装や水道，水利施設，電気などの普及が都市よりも遅れがちな途上国
農村では，農産物を新鮮なうちに消費地である都市へ運搬する手段に乏しかったり，ダムが建設
されていないために農業用水の安定的確保ができなかったりと，安定的な農業所得にアクセスす
ることが困難になりがちであることが，様々な事例を通じて指摘されている (Deisohwan，2008. 
World Bank， 2008)。
3つ目の類型は，途上国の農村住民の教育水準が低く，この点が農村における近代的産業の成
立を阻害していると指摘するものである 5。義務教育を園内全域に普及させる資金や人材の乏し
い途上国では，農村で法律の規定通りに公教育が実施されていない場合が珍しくない。法文上は
普遍的な義務教育制度を規定していても，途上国の農村部では人口に比べて学校の数が不足した
り，教員の数を確保することが困難になりがちである。また，そうした制度が整備されていても，
児童労働が根絶きれずにいると 子供は学校へ通えな〈なってしまう。教育水準が低く，従って
人的資本としての付加価値も限られている農村住民は，近代的農業を営む技術的知識に芝しくな
3 例として平井 (2006).Gordon and Graig (2001).勝井 (2012)などが挙げられる。
4 例として，本文中で取り上げた Deisohwan(2008)やWorld Bank (2008)のほか，福林 (2009)，Anderson 
and Shimokawa (2006)， Ahmed and Hossain (1990)などが挙げられる。
5 これに該当する例としては， Ayuwat (1997)や Barefield(2009)などがある。
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りがちであり，また農外所得へのアクセス能力にも制約がある (Ayuwat， 1997: 62-65)。
以上3類型に分けた先行研究のうち， 1990年代以降進展が著しい分野が， 3番目の農村住民の
教育水準・技龍に注目したものである。政府が提供する学校教育が都市に偏りがちな中， NGO 
による民間教育が盛んに行われている東南アジアおよび南アジアを事例とし，私教育と農村住民
の技能向上，および、農村住民の生活水準について考察した研究が多く出されている九しかしこ
れらの事例研究は，一定期間の実地調査に基づいてなされたものが多く， 2， 3年程度のタイム
スパンで私教育の効果を把握してはいるものの，それ以上の長期的な観点から教育活動の効果を
測定するには至っていないものが多い。また，これらの研究が取り上げる事例の多くは，特定の
途上国の静態的研究である。低所得国が，農工間格差が一層拡大しやすく，また離農人口移動や
平均寿命の上昇といった社会構造上の変化も著しい中所得園へと移行する過程を捉えた研究は極
めて少ない。日本や韓国のように，かつて所得水準が低く農業を主体としていた国が，その後工
業化を経て高所得国へと移行した例が世界にはいくつかあるが これらの事例を動態分析の姐上
に載せた先行研究も希少である。低所得国は高所得固に比べて若年人口が多く，特に農村部にお
いてはその傾向が顕著であるが，こうした低所得闘の農村も 中所得国の段階へと移行する中で
若者が離農するなどの変化を経験する。生産年齢に当たる，また工業部門で働けるだけの基礎学
力を持った農村住民が都市の労働市場へ移っていった場合，農村部は人口そのものの減少に加
え，人的資本の面で劣位に置かれた人々が残る可能性が高く，必然的に，そこでの教育や技能訓
練の意味も低所得閏の段階とは大きく変化する。こうした変化を経た後の農村を低所得国研究の
枠組みで捉えるととが適切であるかは疑問であり，中・高所得国段階への移行後をも視野に入れ
た枠組みを構築する必要がある。以下では，具体的事例として韓国の農村を見ていく。
2.韓国における農業の特徴とそれをめぐる政策
ここでは，本稿の事例である韓国の農村の構造と，その背景にある農村政策について概観する。
冒頭でも述べたように，韓国の農村は，気候条件や食文化が日本と似ているため.稲作が主流
であり，また初夏に田植えをし秋に稲刈りをする一毛作であるなどの特徴を日本と共有してい
る。しかし両国の農村には.これまで取られてきた農村政策の違いゆえ，一定の義異も存在する。
その lつが兼業化であり.日本では 1960年に施行された農業基本法の下で兼業化と操業生産自
体の効率化を並立させることで農家世帯の所得安定化を目指したのに対し韓国では 1990年代
まで第2次・第3次産業の事業所を都市部に集約させる方針がとられ，兼業化が進まなかった一
方，作物の品種改良や一戸平均の農地拡張といった農業生産の効率性向上に特化する形で農村経
済の近代化と農家所得の安定が図られた。韓国農家の兼業化が本格的に進展するようになったの
は2000年代に入ってからで (Heo，2008， pp. 38・40)，そのパターンも，農村に外部から資本が投
6 例として東方 (2008)，斉藤 (2008)，Gollin (2012)などが挙げられる。
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下され，事業所が開設，雇用が生み出されるといった外発的な兼業化ではなく，近隣の農家同士
による共同出資によって中小企業が設立されるという内発的なものが主流となっている(李哉
法.2014. pp. 25-30)。
韓国で、農村の工業化が行われなかった背景としては，第一に，政府が食料生産能力の維持を重
視していた点が挙げられる o 韓国政府は 1950年代半ばのベビーブームによって人口が急増し
たため.1970 年代末まで人口増加に対応できるだけの食料生産能力を維持する必要性に直面し
ていた。
また同時に，韓国の政治過程が農村住民の利害関係を反映しにくい構造になっているという点
も，同国の農政に関連する特徴として指摘される(高安.2012)。日本の場合，いわゆる 55年体
制の下で自民党は，農村部で多くの議席を確保すること?与党としての地位を保ち続けたが，こ
れは自民党が農村の産業操興に優先順位を置く要因となった。同体制の下で自民党政権は，大規
模な商工業施設の誘致を行う農村に一定の配慮をし，都市での工場の新規建設を規制する政策を
とっている 7。しかし韓国の場合は，大統領選挙・国会議員選挙における対立軸が保守的な南東
部と進歩的 8な南西部という地域に基づく状況が近年まで色濃く残っていた。こうした中では，
同じ農家でも南東部居住者は保守政党に，南西部の住民は進歩政党に投票するため，南東部・南
西部という地域対立を越えた農村の利害関係が国政に反映されにくくなる。従って，農外所得の
拡充が農家の所得安定に貢献することが明らかになっていても それを国政の場で主張すること
は容易ではなくなる(高安.2012)。
以上の経緯から韓国の農村では，その住民の大半が専業農家である状況が長らく続いてきた。
この点は，都市部での工業化が進む一方，農村部で農業以外の産業が発達しないという途上国に
おいてよく見られるものであり，従って韓国は，回全体としては高所得国の段階にまで達しなが
らも，農村部の産業構造に途上国としての面を色濃く残してきた事例であると位置づけることが
できる。こうした事例を詳しく分析することは，中・低所得国が農村地域の兼業化を政策的に進
めなかった場合，将来的にどのような問題を抱えるようになるのかを明らかにすることに貢献し
うる。
ただし，長らく韓国農家の多くが専業で、あったということは，韓国政府が農家経済の問題に全
く無関心で、あったことを示すものではない。 1970年代には農家の自助努力に碁づく所得水準向
上を企図したセマウル運動が行われ.1980年代には後述する農業の機械化・大規模化が進めら
れるなど，政府はそれぞれの時代において農業所得の向上につながる政策を講じてきた。しかし，
7 具体的には1971年の農村地域工業等導入促進法，および197年の第三次全国総合開発計画などが挙げられる
(吉川， 2011. p. 2-10) 
8 日本では，保守に対抗する政治勢力は「革新」と形容されることが一般的だが，韓国では「掌新(討せ)Jと
いう表現が社会主義体制下の北朝鮮を支持する用語として忌避され，代わりに「進歩(忍泣けが保守の対抗
軸を現す表現として多用されている。
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表1:韓国における都市および農村の一人当たり国民所得
年度
単位:千ウォン
出典:イ・ドンピルほか (2004)
それらの政策は各時代において断片的に行われるに留まっていた上， 1990年代に入ると，斡国
農業においても環境保全志向が強まり，インフラ整備や機械化の促進といったハード面重視の施
策は先細りしていった。これらの結果として，表lにあるように.1990年代に入札都市と成.
村の所得格差は広まりつつある。次節以下では，このように都市に比べて所得が伸び悩んでいる
農村の内部に目を向け，農村内でどのような貧困層が形成されるのかを細かく見ていく。
3.韓国の農業政策:1980年代から 2000年代まで
韓国では朝鮮戦争中である 1951年から 1953年にかけて農地改草が行われ，今日に至る自作農
家を基本単位とした稲作農業体制が形成された。しかし 1950年代の時点では総人口の60%が
農村に居住しており，その大半の世帯に農地を配分したことから，農家一戸平均の経営耕地面積
は2ha未満と零細規模であった(倉持， 1994， p. 192・199)。しかし，表2に見られるように，
1970年代以降離農によって農家件数が減少したため，各々の農家は農地の賃借や売買によって
それまでよりも多くの土地を耕作できるようになった。これを受けて 1981年，韓国政府はそれ
まで政府による収穫物の高価買い上げを基本としていた農業政策に市場原理を導入し，一戸当た
りの経営耕地面積拡張と農作業機械化を促進することで，農.業の生産性向上を図るようになった
(カン・ジョンイル.1993)。この政策は，具体的には近隣農家同士で農業機械を共有する機械化
営農団の設立促進と，所得税率変更を通じた零細農家への退出誘引付与からなるものであった。
前者は，戸別に農業機械を保有することが農家にとって過剰な負担となること，および農業機械
の稼働率を高水準に維持することを目的として，近隣農家5・10戸程度が共同で農業機械を導入
する場合，政府と農協から機械購入費の最大90%を助成するというものであった。また後者は，
税法を改正し，経営耕地面積が0.5ha未満の農家に対する所得税率を引き上げる一方.0.5ha以
上の農家に対する所得税率を引き下げることで，零細規模農家の淘汰を企図するものであった
(表3参照)。
このように 1980年代の稲作農政は，零細農家を淘汰し，農家一戸あたりの経営規模を拡張す
ることによって，各農家がそれまでよりも多くの農業所得を得られるよう企図したものであっ
た。これは. 1961年に日本で施行された農業基本法の内容に類似している。しかし， 1960年代
以降の日本の農家所得向上が経営耕地の大規模化と兼業化の同時並行によって進められたのに対
し，韓国の農村部で第2次・第3次産業を活性化させる政策が進められるようになったのは
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表2:韓国における農家世帯数の推移
年度 1960 1970 1980 1990 2000 2005 
成家世帯数 2，350 I 2，587 2，15 1，767 1，384 1，272 
単位:千戸
出典.統昔，.庁 (2013b)
表3:農業収入に対する所得税
世帯当り耕地面積 1970年 1975年 1980年 1985年
0.5ha未満 0.7 1.3 0.8 。恥9
0.5以上1.0ha未満 1.0 1.0 1.7 0.71 
1.0以上1.5ha未満 1.2 1.4 2.3 
1.5以上2.0ha未満 1.4 2.0 2.9 0.8 
2品a以上 1.9 2.9 3.9 1.3 
単位:%
出典:倉持 (1994，p. 340) 
1990年代以降のことであり (Heo，2008)，経営耕地の大規模化よりも 10年ほど遅れて兼業化が
促進されることとなった。そのため 1980年代の韓国では，経営耕地面積を拡張し，また機械化
を進めることで大規模農業へと転換することが，農家所得の向上においてより重要な役割を果た
すこととなった。
加えて， 1990年代から 2000年代にかけて，韓国政府は貿易自由化に対応できる農業形態とし
て環境保全志向の農政を展開した。親環境農業と呼ばれるこの政策は 農産物価格の低廉さにお
いて韓国が人件費の低い後発固に対抗できないという理由から，有機栽培などを中心とする高付
加価値農業を促進し，韓国農業を持続させようというものであった。農薬の使用を抑制する営農
方法は，農薬使用時に比べて耕地面積当たりの収穫量を減少させるため，農業収入確保の観点か
らより大型の農地を必要とする 9。このことも，農家一戸当たりの経営耕地面積を大規模化させ
る要因となった 10。
大規模化・機械化からなる稲作農政，および環境保全志向の農業政策は，農家間での耕地の賃
借を活性化し，それまで主流であった経営耕地面積 1-2ha規模の農家層を減少させ，同 0.5ha未
満の零細農家と同 2ha以上の農家への両極化1をもたらしている(李哉法， 2014， p.24)。この
9 高付加価値の作物は，販売価格を高水準に設定できる一方，生産費用も上昇するため，収穫物 l単位あたりの
利潤の拡大幅には限界がある。この点の詳細についてはGilbert(2012)を参照。
10 親環境農業政策は農作物の多角化を主な桧のーっとしているため，稲作を中心に論述する本稿ではこれ以上詳
述しない。親環境農業の詳細については縄倉 (20l4b)を参照。
1 所得格差の拡大による階層分化を示す日本語としては「二極化Jr両極化」の2種類があり，両者に微妙に異
なる概念定義を設定しているケースもあるが，本稿では韓国語で一般的な両極化・両極分化という表現を用い
る。
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両極分化の中で低所得の極を構成しているのが1940年代以前に生まれた高齢農家経営主である
(キム・テワン， 2012， pp. 2・3.縄倉， 2014a. 2014b)。より明確には， 1950年代以降に生まれ.
中等以上の教育を受けた農民と， 1940年代前半以前に生まれ，中等教育 12を受ける機会の乏し
かった農民との聞で人的資本としての水準に大きな格差が生じており，前者に該当する農民は，
大規模な耕地を経営するだけの技能を持ち合わせていたといえる 13。これに対して後者の農民は.
1980年代に稲作農政が大規模化・機械化を志向するようになった時点で既に40歳代後半の年齢
に達しており，新たに経営規模を拡張していく意思を持ちにくい状況にあったと考えられる 14。
韓国における中等教育の量的側面については，韓国・教育人的資源部や世界銀行が就学率の時
系列統計資料を残している。いずれも農村部に限った時系列データではないため，都市部を含め
た韓国全体の話になってしまうが，下記表4に示されるように，韓国では 1970年代を通じて中
等教育の就学率が大きく向上している。逆に言えば， 1970年代前半までは中等教育の未就学率
が50%を超えていたということになる。統計の制約上 都市部を含んだデータにはなってしま
うものの， 1960年代以前に中等教育を受けた層が少なかったことは指摘できる。また教育の質
の面についてみると， 1940年代前半以前に生まれた農村住民が中等教育を受けていた時期にあ
たる 1960年代前半以前は，韓国農村部における中等教育の内容が日本統治時代以来の道徳教育
を中心としていた。これに対し， 1960年代半ば以降に中等教育を受けた世代は，朴正照政権によっ
て公教育のカリキュラムが数学や機械技術といった実学的なものに切り替えられた後に学校へ
通った世代となり，それ以前の世代とは量的な側面のみならず，その内容の面でも大きな差異が
ある(キム・ジョッキョ， 2012.高安， 2009)。ただし，長期的な変化を捉えた統計データが見
当たらないものの，韓国は現在に至るまで郡部の教育の質がソウJレ特別市や広域市 15に比べて
著しく劣る状況が指摘されており 16 1960年代以降教育を受けた農村住民の全員が近代的な中
等教育を受けたわけではない点には留意が必要である。主観的な数値ではあるが，パク・テシク
ら (2007)の2007年時点での設問調査によると，農村住民が居住地の学校教育機会に対して抱
く満足度の平均値は5段階中2.654であり 都市住民の平均債である同 3.107に比べて低い。
1960年代以降に生まれた世代であっても，機械技術などを習得する機会のなかった農村住民が
12韓国の教育制度は日本とほぼ同様の6.3.3.4制であり，本稿ではこのうち中学校・高等学校の計6年を中等教
育としている。なお，韓国で中学校が義務教育に含まれるようになったのは1984年であり，それ以前の統制・
では中学校進学を持って中等教育に就学したことになっている。
13 1960年代前後に生まれた韓国版ベピー ・ブー マー 世代が，それ以前の世代に比べて作物の多様化など多極多
様な農業を志向していることは，パク・ムノら (2012)の研究でも明らかにされている。
14 1980年代の韓国における男性の平均寿命は65歳程度であり，都市部においても 5歳が民間企業の定年退職
年齢であったため.40代後半は長子による扶養を受け始める産前の時期であった。
15 日本の政令指定都市に相当。
16 Michael Alison Chandler ‘South Korea: Paradox of Rural Education' The Global Post Dec. 23， 2010.なお，当
該記事では，農村における緩やかな公教育はスロー ライフを志向する人々 からは人気があるものとしても紹介
されている。
表4:韓国における中等教育課程就学率
単位:%
出』年:世界銀行統計データ http://data.worldbank.org(2014年5月12日閲覧)
注:小数点第2位を四捨五入しである
数多く存在し，彼らが手作業に依拠する零細農家として低所得層に滞留していった事実は，韓国
各紙の報道で指摘されている l70
韓国農村部に貧困層として滞留する人々が主として零細農家であり，それら経営主の多くが低
い教育水準に留まっていることは，多くの先行研究からも指摘できる 18。またチョン・チョリヨ
ン (2013)は，韓国における農業教育の問題点として，営農方法や栽培技術を習う機会が農業高
校など学校教育課程に限られており，現役農家に対する教育機会が極めて乏しいことを指摘して
いる。このため，教育修了時点で機械作業を伴う近代的な営農方法を習得できなかった農業経営
主は，就業後，その公教育段階での不利性を克服する環境に恵まれなかったといえる。
この状況を一層促した要因として.1980年代の韓国における離農の変質が挙げられる。韓国
の離農は. 1970年代までは挙家型，すなわち世帯の構成員が全員都市部へ移住するという形態
を主流としていた。このことが農村における世帯数そのものの減少をもたらし，従。て残留農家
の大規模化を可能にしたのであるが 1980年代の離農は単身型 すなわち一家の中で工業労働
者になりうる若者だけが都市部へ移る形態が主流となった。これは ソウルを中心とする大都市
における不動産価格の上昇により，世帯構成員全員が住める住居を都市部で入手しづらくなった
ことなどを原因としている(チェ・ウニョン.2004)。単身離農の進行は，農家一世帯当たりの
人員減少をもたらした。経営耕地面積0.5ha未満の農家の場合，雇用労働者も含めた l世帯当た
りの労働者人数は 1975年に2.39人だ、ったものが.1985年には2.1人に減少している(倉持，
1994)。また.流出入口の多くが1950年代以降に生まれた世代であったため，農村残留住民は必
然的に高齢化した。同じく 1950年代以降に生まれた世代でも，大規模農家への転換に成功した
者は富農として農村に残ったため，富農がいる一方で高齢者が貧困零細農として滞留 19すると
いう二重構造が，この時期に形成されたといえる。統計の制約上近年のデータになってしまうが，
表5.6および表7は，韓国における農家経営主の年齢と農家・農業所得，農家経営規模と農家
所得との関係，ならびに農家聞のジニ係数の過去10年の変化を示した統計である。表5からは，
17 例として『朝鮮日報~ 2012年3月19日付.などが挙げられる。
18 先行研究の例としてキム・ジェアンほか (209).チェ・ウンスク (195)などが挙げられる。
19 貧困高齢層に関して「滞留」という表現を用いている先行研究は見られないものの，農業所得を向上させるこ
ともできず，かといって農業から引退することも困難であるという意味で，本稿では滞留という言葉を用いる
こととした。
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表5:2012年時点における農家経営主の年齢と農家・農業収入
? ? ? ? ?
39歳未満
37，174 
3，508 
40-49歳
47，932 
17，020 
50-59歳
46，528 
13，229 
60-69歳 1 70歳以上
33，603 I 21，986 
10，532 1 6，018 
出典:統計庁 (2013a)
却.位:千ウォン
表6:2012年時点における経営耕地面積の規模と農家所得
表7:2003年から 2011年までの都市勤労世帯間および農家世帯聞のジニ係数
出典:イ・ピョンフンほか (2012)
40歳代を頂点として，農家経営主が高齢化すればするほど世帯所得が低下している点が読み取
れる。また， 30歳代以下の農家経営主の所得は 60歳代の所得を一割ほど上回る水準にとどまっ
ているが，世帯所得に占める農業所得の比率は他の世代に比べて低く，兼業所得などの非農業所
得への依存度が高いことがうかがえる。他方，表6は，統計調査の制約上農業所得についてのデー
タがないものの，経営耕地面積が大型化すればするほど農家としての世帯所得が上昇している点
が読み取れる。また，表7は，農家聞の所得格差が都市勤労世帯のそれよりも高水準にあり，か
つ近年ぞれが悪化していることを示している。なお，キム・テワン (2012::み3)は，ここで引用
した統計庁による農家経済調査の問題点として，この調査が独居老人世帯をカバーしておらず，
高齢農家の貧困を過小評価している可能性を指摘している 20。この指摘に基づくならば，世代聞
の農家所得・農業所得の格差はより大きくなるものと考えられる。
2000年代に入ると， 1980年代の大規模化・機械化を軸とする農政の下で富農化した農家経営
主の多くが満60歳を超えるようになり，職業からの引退を図るようになっていった。韓国で農
業経営主が国民年金の加入者とされるようになったのは 1989年であり，また国民年金の給付額
が少ないか，あるいは全くない 65歳以上の高齢者に対して税財源による基礎老齢年金が支給さ
m 統計庁 (2013a:63)には，調査において農家のみ2人以上の世帯を対象としている旨が明記されている。報告
書本文にその理由は明記されていないものの，独居老人が少なかった 1960年代の調査データと一貫性を持た
せるための措置であると考えられる。
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れるようになったのは2007年のことであった。そのため.1940年代以前に生まれ.2000 年代前
半に労働市場から退いた人々の多くは国民年金の加入期間が極めて短く，公的年金に依拠した生
活を送ることが困難であった。小椋ら (2008:420-443)も，少なくとも 2000年前半までの韓国
では公的年金制度が未成熟であったことから.60代半ばを過ぎた農村住民で労働市場から引退
できる人々は，現役時に老後の生活を保障するだけの資産を得た人々に限られていた点を指摘し
ている。そのため 2000年代以降の韓国農村では，離農と都市への人口流出が本格化する 1970年
代よりも前に農村で生まれ育ち，かつ近代的な農業教育にアクセスできなかった農家経営主が低
効率な客細農家として滞留するようになった。こうした事情を反映し 近年の韓国における貧困
問題を取り上げた文献・研究の多くが，農村部に住む高齢者に焦点を当てたものとなってい
る21。
日本のように血統の継承が職業およびそれに付随する資産の継承と一体化している規範意識の
下では.このような場合，離農して都市労働者として働く長男が親の農地を譲り受け，農家を継
ぐことが考えられる。しかし韓国は儒教規範に基づく血統の継承が職業の継承を伴わず(李哉
法.2014: 23).かつホワイトカラーに対するブルーカラーの対抗文化の形成が微弱である(有田.
2009: 23-25)。加えて，農村地域で農業以外の産業が育ってこなかったため，農地の資産価備も
限られたものでしかない。そのため次段落で述べるように，親が子に農業を継承させるという経
路は，少なくとも現代の韓国においては農地継承件数の2割弱を占めるに過ぎない。このことも，
高齢の貧困零細農家が滞留するー悶となっている。
低所得の零細農家が滞留する一方. 1980年代以降大規模化に成功した富農の耕地は，好条件
の農業用地として土地市場で売買ないし貸借されるようになった。上述のように韓国では親から
子へ職業を継承させるという意識が希薄であるため.2000年代以降，老後の資金を貯蓄した高
齢農家は随時引退し，彼らが耕作していた土地は主に都市からの帰農者幻によって買い取られ
るか，または借り上げられていった(パク・テシクほか.2012. キム・チョ jレミンほか，
2012)。李 (2014:27)によると.2010年時点、で営農歴5年未満であった韓国農家のうち，血縁
者からの継承によって耕作地を得た者は 17%に過ぎず 80%以上の農家が売買や賃借といった
市場取引を通じて営農する土地を取得していたの富農の土地の主たる継承者kなった都市からの
帰農者は. 1997年の経済危機直後は都市での雇用が少ないという消極的な理由で就農するケー
スが見られた。しかし2005年以降，政府や全羅南道などの自治体が都市部で企業運営や市場開
拓のノウハウを身に付けた人々の就農を促進するようになり，またそうした人々への技能研修も
提供するようになったことから，帰J望者は人数および人的資本の質という点で上昇傾向を見せる
21 例として 'ElderlySuicide in South Korea' The Economist (Dec. 7. 2013)，キム・ヨンγュ (208).チ百ン・
ジナほか (2013)などが挙げられる。
2 r帰農(刊号)Jという表現が一般に用いられているが，実際には就農する地域が自身の出身地域と異なる場合
が大半である。
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ようになったお。 2000年代後半に入ると，従来の富農層が高齢のため引退するようになり，現
在の綿固における富農の中心は，こうした帰農者によって占められつつある。主にソウルなど都
市部で高等教育を受けた帰農者は.自らのスキルと売買や賃借によって取得した大規模な農地を
活用し，環境保全型の農業や消費者のニーズに合わせた農作物の多品種少量生産などを展開する
ようになった。
以上のように，近年の韓国農村は，大規模化・機械化された農業を営む富農と，都市から流入
した帰農者が高所得層を形成する一方，高齢者を中心とした零細農家が低所得層を形成するとい
う両極化の状態にある。
4.韓国における高齢農民に対する施策
前節で検討したように，現在の韓国では効率的な営農方法を習得する機会の乏しかった住民が
低スキルの農家経営主として農村に滞留している状況にある。本節では，その零細農家経営主の
多数を占める高齢者層に焦点を当て，低水準の農業所得に依拠して生活する彼らに対して，いか
なる社会政策がとられているのか，またとられてきたのかを見ていく。
近年，韓国のメディアでは農村における高齢農家の貧困を取り上げた報道が数多くなされてい
る24。それらの記事の中には，貧困の原因として中山間地域など地理的な不利条件を指摘したも
の (W農民新聞j2014年3月 14日付)もあるが，それと同時に指摘される要因が，所得保障を
中心とした高齢者福祉制度の欠知となっている。韓国では 1998年までに国民年金の加入対象が
農家と都市自営業者へも拡大され，これに先立つて医療保険への加入が任意から強制へと移行し
たことと併せ，国民皆年金・皆保険制度が成立している。しかし，韓国の国民年金は保険料を
40年納付した場合の所得代替率が35%と設定されている 25ため，加入対象となってから 15年
しか経過していない現時点では，年金受給開始年齢である満65歳になった農家経営主の大半は，
公的年金に依拠して労働市場から引退することができない。また，先述のように 1960年代半ば
以前に教育を受けた農家経営主は，その教育パックグラウンドの乏しさゆえに 1980年代以降の
農政変化から取り残されたため，年金保険料を納付できるだけの所得が見込めないケースも多
かった。李 (2011)は，韓国農家の会計処理能力が低く，従って健康保険の保険料算出の土台と
なる所得の把握が不十分であると指摘している。これに基づくと，年収の9%を保険料として設
定する国民年金についても，同様に不正確な会計処理のために拠出額が過少評価され，将来の年
金受給額が低水準に留まることになる。
幻全羅南道による農業・農村振興政策の詳細はhttp://www.greenjn.com/に詳しい (2014年4月l日閲覧)。
24 例として 2012 年 3 月 26 日付『朝鮮日報J や 2014 年 3 月 14 日付・ rJ~民新FxfU などが挙げられる。
お国民年金公団ウェブサイト http://www.nps.or.kr/jsppage/info/easy!easy _03_01おp#easy_step6_2(2014年4
月28日参照)。なお，韓国の国民年金は自営業者を対象とした地域加入枠と，日本の厚生年金にあたる事業者
加入枠から成り，前者は申告された年収の9%を保険料として加入者が全額自己負担し.後者は収入に応じて
設定された保険料を労使が折半して負担する。
- 62-
国民皆年金制度を導入する時点で老齢期に入っている人々が年金支給の対象外となる問題は，
韓国に限らず他の国々でもみられる事象である。こうした場合，多くの国では，当該高齢者の所
得を税財源に基づく公的扶助で保障する仕組みがとられており，例えば韓国と同じく 1990年代
以降国民皆年金に移行した台湾では，主要政党である国民党と民進党の合意に基づき，将来的に
は恒久的な高齢者所得保障制度を設けることとし，それまでは公的年金を受給できない満65歳
以上の国民に税財源による一時金を支給する瞥定措置がとられた(イト.2001. pp. 18-19)。しか
し韓国では，財政経済部が財政上の理由から税財源による所得保障に反対し続けたため 26 2007 
年になってようやく，台湾の一時金措置と同様，国民年金の受給対象外となる 65歳の高齢者を
対象に税財源の中から年金を拠出する基礎老齢年金制度が設けられた 27。しかし，基礎老齢年金
は65歳未満の親族と同居する高齢者を受給の対象外としている。また，独居老人ないし老夫婦
のみの世帯であっても，親族からの私的移転所得が独居者人で一人当たり月額83万ウォン 28
老夫婦世帯で同 66万ウォンを超えた場合には給付対象外となる 29。さらに，基礎老齢年金の給
付水準は受給申請前3年間の平均所得の 5%と非常に低く設定されており.2014年4月現在の受
給額は一人当たり月額2万ウォン-9万6800ウォンにしかならない。他方，保健福祉部が設定
する国民一人あたりの最低生計費は 2014年4月時点で単独世帯が月額60万3403ウォン，二
人世帯が月額51万3709ウォンであり 30 基礎老齢年金では最低生計費の2割も賄えないことに
なる。 2013年に発足した朴檀恵政権は，当初この基礎老齢年金の給付額を国民年金並みに引き
ょげる構想、を示していたが，基礎老齢年金導入時と同様，企画財政部が財政悪化を理由に反対姿
勢をとったことを受け，実現を断念した 31。このような事情のため.2000年代に入っても零細
規模の営農を続ける高齢農家の多くは，社会保障による公的移転所得に依拠して生活することが
困難であることを主要因として現役農家に滞留しているものと考えられる。 1980年代までは，
こうした公的な所得移転の欠如を現役世代である子からの私的移転によって補うことで高齢農村
住民の老後の生活を安定させるという社会的規範が強く作用していたが. 1990年代以降ソウル
首都圏に近い地域を中心に，そうした規範の拘束力が弱まっているとの指摘がある(キム・ヨン
ジ、ユ. 2008)。また，老齢人口の増加・少子化による現役世代の負担増が始まっていることや，
1997年の経済危機以降の雇用不安定化による子からの送金額減少 そして親子が別居すること
26 小椋ら (2008)は，朝鮮戦争後にペピーブームを経験し，一時的に生産年齢人口の比率が高くなる人口ボーナ
スの下にある韓国が，その後の急速な高齢化に備えて財政規律を厳格に維持していると指摘している。
27 このため，年金未加入者の救済まで考慮に入れるのであれば.韓国で国民皆年金制が成立したのは2007年で
あると見ることもできる。
28 2014年4月現在.1韓国ウォンキ 0.1日本円
29 法務部ウエブサイト http://oneclick.1aw.go.kr/CSP /CSP /CnpClsMain.laf?popMenu=ov&csmSeq=673&ccfN 0= 
2&cciNo需l&cnpClsNo=l(2014年4月28日参照)
30 保健福祉部ウェブサイト http://www.mw.go.kr/fronCnew/al/sal0301 vw.jsp?P AR-MENU_ID=04&MENU_ 
ID=0403&page=1&CONT _SEQ=289337 (2014年4月28日参照)
31 r東E日報.12013年9月23日付
によって送金以外の方法で父母を扶養し 介護することが不可能になるなどの事情も重なり，私
的な所得移転によって高齢農民の生活を支えることは困難になりつつある 32。
こうした高齢者を中心とする貧困農家層に対する所得保障以外の公的な支援策としては， 1990 
年代より労働部ならびに地方自治体による中高年層を対象とした職業訓練プログラムがある。低
い労働生産性ゆえ所得水準が低迷する人々に，訓練を通じて職業上の技能を身につけさせ，再度
労働市場に投入していこうという趣旨であるが，こうした公的な職業訓練の多くは都市失業者を
再度労働市場に投入することを主眼に置いたものである。イ・ギョンヒら (201)が韓国囲内
28か所の職業訓練機関で実施したサンプJレ調査によると， 40代以上の男女を対象とした職業訓
練修了者のうち，職業訓練を受けて再就労できるか否かは，修了者の学歴ぬとEの相関関係に
あることが判明している。従って 農村出身で教育機会が限られていた貧困高齢層が公的機|刻の
実施する職業訓練や技能訓練に参加し，近代的な営農方法を習得しでも，農外所得を得られる余
地は限定的である。また 前節で見たように現在韓国農村で高齢の貧困層として滞留している住
民の中には 1940年代に生まれ， 1960年代前半までに中等教育を受けた人々が含まれているが，
彼らは2000年代の時点で60歳前後を迎えており，肉体的に働ける残余期間に限りがある。
高齢者を中心とする零細貧困農民の技能向上に限りがあることを受け， 2010年代に入って韓
国政府は，現役に留まるこれら貧困層に引退を促す方針をとるようになってきている。前節で述
べたように， 2000年代半ば以降，韓国農村部では，都市から移住してきた帰農者が都市で得た
技能を生かして複合経営型の農業を展開するケースが増えているが，その村落内に零細農家の耕
地が点在していると，帰農者が経営規模を拡張する際の障害になるという問題も生じている。こ
れを理由のーっとして政府は2011年l月 高齢の零細農家を対象とした農地年金制度を新設し，
営農スキルの向上が見込めない農家の引退を促進する措置をとった。この農地年金制度とは， r前
65歳以上の農業経営主で 経営耕地面積が 1haに満たない者が，その耕地を政府・農林部傘下
の農地銀行に貸し付けるか売却し，農業から引退することを条件に，毎月 l世帯当たり 96万ウォ
ンを上限とする年金を受け取るという制度である 340年金の財源は当該耕地を若手農家に貸し付
けないし売却することによって生じる利益によって賄われ，年金受給者が死亡した時点での受給
総額が土地の運用・売却益を上回る場合には，国庫支出によってこれを補填する。政府が農地売
買および貸借の仲介者となることで寓齢農家に農地を放出させ，引退を促そうというものである。
2014年6月現在.農地年金制度は施行から 3年半しか経過しておらず，同制度に依拠して引
退した農家の生活状況についての研究も限られている。そのため，農地年金の受給が近代的な営
32 ただし‘近年の韓国における私的な所得移転の減少については因果関係の解明が進んでいるとは言えず，今後
の研究課題である。
33 ここでの学歴とは，中本・高卒・大卒といった正規教育上のパックグラウンドを意味しており，職業訓練の経
歴は含まれない。
34 農地銀行ウェブサイト https://www.fbo.or.kr/fbo/bzntr/introduction_0101.do ?covercode= A 10 (2014年4月
28日参照)
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牒方法に合致しない高齢農家の引退に果たして有効であるのかどうか，現時点で判断を下すこと
はできない。しかし，農地年金の受給額が最低生計費を満たすという保証はなく， しかも農地年
金受給者は基礎老齢年金の受給額が減額されるため玖農地年金制度が高齢農家の引退誘因にな
らない可能性もある。農地年金制度は，政府および富農の観点からは，一部を税財源とする年金
を給付することで零細農家を引退させ，農地を大規模かつ効率的に用いた農業を実現することに
貢献するものである。しかし上述の年金支給額に基づく限り，受給者である零細農家の観点から
は，同制度には彼らが耕地を経営する作業から引退できるというメリットはあるものの，それが
必ずしも所得水準の向上・確保につながるものではないため，引退への誘因になるかは疑わしい。
この点についてチョン・ジナら (2013)は，韓国の高齢農家が抱える貧困を緩和する上で現実に
有意な役割を果たしているのは，社会政策など公的な移転所得ではなく，子からの仕送りを中心
とする私的移転所得であるとしているお。チョン・ジナらの議論は2010年までに収集された農
村統計に基づいており.20日年以降の農地年金実施後の状況を踏まえたものではないが，農地
年金制度実施後も，私的移転所得の不充分な農家経営主が現役農家として留まり.農村労働市場
に滞留する可能性は否定できない。
また，仮に農家が基礎老齢年金や農地年金，あるいは親族からの所得移転を受けるなどして一
定の所得補償にアクセスできたとしても，現在の韓国農村では老人福祉施設やその人材が十分に
整備されているとは限らない。韓国では2014年l月現在，農村高齢者向けの公営入居施設がモ
デル事業として検討されている段階であり 37 引退した高齢農家が老人ホームに入居しようとす
る場合，公的補助のない民営の施設に入居するしかない。
これらの事情ゆえに，高齢者を中心とする零細農家の多くは依然として現役農家に滞留してお
り，農村における貧困層であり続けていると考えられる。
5. おわりに
前2節では.1980年代以降の韓国農村における貧困層がどのよろな人々であり，またそれら
人々が何故貧困層として滞留するに至ったのかを見てきた。 1980年代以降，韓国政府は農業の
生産性を向上させる取り組みとして，農地の売買ないし貸借を通じて農家一戸平均の経営耕地面
積を拡張させるという，規模の経済に基づく農政を実施した。しかしこの政策に対応できた農家
経営主は.1950年代以降に生まれ，かつ機械技術や近代的な経営知識を習得する機会のあった
人々に限られ.1940年代以前に生まれたり，あるいは中等レベル以上の教育を受ける機会を得
なかった経営主は，政策の変化から取り残されることとなった。この政策の変化に対応できな
35 基礎老齢年金と農地年金を重複受給する場合，基礎老齢年金受給額の一部が控除対象となる。
36 韓国の農村は水道料金などの価格設定が全国平均よりも高いことが指摘されており.この光熱費の高さが農村
住民の生活を一層圧迫している可能性がある aハンギョレj2014年3月5日付)。
幻『帰農新聞j2014年l月29日付
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かった経営主に対しては，職業訓練を通じた技能向上の機会を提供するという施策がとられた
が，この機会を活用して各種の技能を身に着け，転職することができた人々は比較的若く，そし
て元々の学歴が高い人々であることが多く.60歳代以上の高齢の農家経営主が新たな所得機会
を得る上では限定的な効果しか発生しなかった。そのため，これら高齢の農家経営主は，零細規
模の低効率な営農を継続するほかなく，近代的な営農方法を伴わない低所得層として農村に滞留
していった。
他方，韓国では2000年代半ばより都市から若年・中年層が帰農者として農業経営に参加する
ようになった。彼らは都市で身に着けたマーケテイングスキルや機械技術を駆使して近代的かっ
高効率な農業経営を進めており 現在の韓国農村における富農層の中心を成すようになってきて
いる。韓国政府や園内の各自治体も，帰農者を新たな農業経営の中心的な層と位置づけ，彼らを
中心にした農村経済の振興を図っている。そのため政府は，零細規模のまま営農を続けてきた高
齢農家経営主に引退を促しその農地を帰農者に貸与ないし譲渡することで，帰農者らがより効
率よい農業経営を行える環境を作ろうとしている。しかし農家経営主を対象とした社会保障制
度，特に年金制度が極めて不十分な形でしか整備されてこなかった韓国では.公的年金が所得保
障として機能せず，現役時代に貯蓄をした富農以外は経済的な不安から営農を継続せざるを得な
い状況が生じている。これに対し，政府は農地年金などの制度を設けることで高齢農家が生計に
不安を抱くことなく引退できる環境を整備しようとしているが，仮に年金生活に入っても農村に
は高齢者入居施設のない場所が多いなど，高齢農家を引退させる誘因は不十分である可能性があ
る。
以上の韓国の事例カミらは，途上国の農村において，大規模化や機械化の進行といった営農方法
の変化が急速に進む場合，教育水準が向上する前に成人した高齢者層を中心に，近代的な農業経
営を担えない人材が出てくること，そして公的年金制度を中心とする高齢者福祉が十分に整備さ
れていない場合，その近代的農業を担えない高齢者層が現役農家として滞留し農村における貧
困層を成してしまう可能性が読み取れる。かつての韓関には，高齢化した農民や営農縦続が困難
になった農民は子によって扶養されるべきという規範があったが都市への移住によって親子が
離れて暮らすようになる，或いは都市での雇用事情が変化するなどの理由で，こうした規範を維
持することも困難になってきている。こうした韓国の経験からは，途上国が工業化を進める際，
社会保障を早期に整備することが農村の貧困を抑制する犬きな要素になることを示唆すると同時
に，農民への技術普及や営農教育の実施を通じ，農民の技能向上を図ることが，農村における貧
困高齢者の滞留を抑制しうるという点を見出すことができる。
これらのうち，特に社会保障の点において，日本と台湾は，それぞれ別の形ながらも農家経営
主を高齢者福祉の対象として制度作りを進めてきており，韓国とは事情が大きく異なる O 日本で
は急速な工業化が進行する前である 1961年に国民皆年金制が成立し，農家経営主に対する引退
後の所得保障措置がとられた。現在の日本では農村の高齢化が社会的問題として取り上げられる
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ことが多いが， ζれは主に品業の後継者不足や農業法人の新規参入規制をめぐる問題であって，
高齢農家の所得水準そのものが韓国ほど問題視されているわけではない。他方で台湾は.国民皆
年金制そのものは韓国よりも遅い2008年の施行となったが，それに先立つ 1992年，皆年金実現
までの暫定的なものとして65歳以上の自営業・農家経営主に対して生活費を一時金として支給
する措置がとられた。林 (2011)は，この暫定的措置が15年以上も続いた背景として，歴代総
統と立法院の対立に加え，一時金が高齢者の貧困を抑制したため，早急に皆年金制を実現するイ
ンセンティブが働かなかった点を指摘している。
日台の例と比べた場合，韓国は国民皆年金の実現が遅れたことに加え，高齢者の生活資金を国
庫から拠出する制度も貧弱であったために高齢農家の滞留を招いてしまったといえる。ここから
は，なぜ韓国は日本のように国民皆年金を早期に導入することなく，税財源による生活資金給付
も台湾に比べて濃かったのかという疑問が生じる。一般に.韓国では社会保障整備が遅れた理由
としては， 1960年代から 1970年代にかけての朴正照政権が「先建設，後分配Jという，所得再
分配並びに社会保障整備を経済発展よりも後回しにする方針を明確に掲げていたこと，そして
1987年以前の韓国が権威主義体制下にあり，政府が社会保障の早期整備を求める人々を抑圧で
きていたため，という見方がなされる(孔ほか， 2004)。ただしこの主張は，民主化以前の状況
については一定の説得力を持つが， 1988年以降の状況については説得力に欠ける。 1988年以降，
韓国では民主化が進んだが それにもかかわらず 無年金高齢者に対する措置として基礎老齢年
金制度が設けられるまでに民主化後20年近い時聞を要している。また，進歩派であった慮武鉱
政権下で制定されたにもかかわらず，同年金の給付額は最低生計費も賄えないほど低頼である。
本校で言及した農村の貧困高齢者について見るならば，これらの人々への所得保障制度の整備が
遅れたのは， 2.で述べたような農村の利害を反映しにくい政治的亀裂 (politicalcleavage)や政
党システム，そして政策決定者が財政部の方針に優先順位を置いたという意思に帰せられるとい
える。また台湾との比較に関連して，台湾の国民年金を取り上げた林 (2011:159-162)と，台韓
の医療保険制度を比較した李連花 (2011)が，社会保障制度の形成が各国の体制イデオロギーや
指導者の意思決定の反映であるという点を共通して指摘している。しかしながら，韓国における
高齢者福祉， とりわけ公的年金制度に影響を及ぼしたイデオロギーや意思決定がどのようなもの
であったのか，そしてそれがどのように台湾などとの違いにつながっていったのかについては，
まだ充分な解明がなきれているとは言い難い。この点は，今後明らかにしていくべき課題とした
しミ。
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